




































































12.8％あり，その理由として「子どものケア」を挙げた者が，妻は 4 分の 3 程度あったのに対して，
夫は 4％にとどまっている。
























いう特徴を持つと述べている。社会生活基本調査でも，1996 年と 2016 年の経年変化を見てみると，
6 歳未満の子どもを持つ世帯において，家事時間は，夫は 5 分から 17 分へと 12 分長くなっている
のに対し，妻は 4 時間 8 分から 3 時間 7 分へと 1 時間 1 分も短くなっている。一方で，育児時間






の世帯年収に占める平均子育て費用は，第一子の場合，未就園児で 15.7％（実額 84 万円／世帯年
収 536 万円），保育所・幼稚園児で 20.6％（122 ／ 592），小学校低学年で 18.0（110 ／ 610），中学






















































































































































































白書』では 1 人の子どもが成人するまでの費用を 2,000 万円と見積もっている）と，教育費のみ
（平成 9 年度『国民生活白書』では，学校の公私により 932 ～ 1,902 万円と見積もっている）を考
える場合では大きく異なるとしている。さらに，統計の費目分類の違い（例えば，『全国消費実態












の夫婦の収入類型の分類においても，「共に低収入：夫 600 万円未満，妻 200 万円未満」「夫低・妻高：夫 600 万円

































130 万円程度の母親の就業が促進される一方，保育料が 6 万円まで引き上げられると低所得世帯の
母親の就業率は大幅に低下する」と指摘している。
　可知悠子（2019）は，全国約 4 万人を対象とした調査の結果から，4 歳児で保育所や幼稚園など



























も 1 位は「子どもがいる（妊娠した）から，子どものことを考えたから」（女性 66.8％，男性
60.4％）であり，女性の場合，2 位が「経済的な不安があったから」（48.9％），3 位が「相手が変
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